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研究科の特徴・目標

科目名 単位

貿易論特講a,b 各２

マーケティング論特講a,b 各２

中国ビジネス論特講a,b 各２

国際金融論特講a,b 各２

国際会計論特講a,b 各２

経営管理論特講a,b 各２

現代企業論特講a,b 各２

経営戦略論特講a,b 各２

論文技術指導a,b 各２

研究科について

留学生の皆様へ

アジアで通用するスペシャリスト養成を目指して

中国人留学生の主な就職先は以下の通りで
す。日本の優良企業に就職し、日中の架け橋
ともいうべき人材として活躍しています。

• Pricewaterhouse Coopers Hong Kong

• ラオックス

• 三菱電機情報ネットワーク

• NTTデータグローバルソリューションズ

• HIS

• 日通

• 中国建設銀行

• 信義房屋不動産

• 富士通

• アクセンチュア

陳 雅彬

私は商学研究科で、ERPという様々な業
務を処理するシステムの研究をしました。
ERPが処理する金融や流通等についていろ
いろな先生に学ぶことができました。ゼミ
では、先生や仲間と深い議論ができます。
日本の会社や台湾の大学と一緒に行う課題
は、とてもためになり、充実した学生生活
を送りました。そして、日本を代表する大
手ITメーカーに就職できました。日本で就
職したい留学生にとっては、理想的な環境
だと思います。

修了生から一言

「女性の活躍」推進に向けた雇用の現状と
課題
－「働き方」・「働かせ方」改革とワー
ク・ライフ・バランス－

公正価値会計に関する一考察 
－中国と日本の比較を中心として－          

データベース・マーケティングによる顧客
ロイヤルティの向上
－CRMに関する取り組みと顧客行動の予測
についての考察－

台湾における日系百貨店の販売促進戦略
 －新光三越のポイントカードの事例を中心
に－

中国における日本化粧品企業の販売戦略に
関する一考察  
－資生堂とコーセーの事例を中心に－

コンテンツツーリズムと地域活性化
－アントレプレナーシップの視点から－

ERPによるコスト・マネジメント  
－日本企業のグローバル調達コストの課題
を中心として－ 

連続的組織変革における組織文化の影響 

中国におけるアパレル企業のブランド成立
条件に関する一考察

中国における影の銀行  
－その伝統的商業銀行制度に及ぼす影響－ 

高等学校商業教育の今日的役割と普通科に
おける商業教育の導入に関する一考察

租税法律不遡及の原則に関する一考察
－譲渡所得課税における損益通算の事例を
中心として－

主な進路

商学研究科は中国を中心として多くの留学生を受け入れています。「日本語能力試験」の
N1合格者や「日本留学試験」の基準点以上の得点者は筆記試験が免除されます。また、演
習・講義とも少人数で、きめ細かい研究指導が行われています。

履修科目の一例

特
徴

留学生の皆様に、特に強調した

い本研究科の特徴は、以下の通り
です。

研究指導に関しては、1年次から
「複数指導制」をとることとなっ
ています。 主となる研究分野を担
当する「指導教員」の演習の他に、
「副指導教員」の演習を受講し、
綿密な指導を受けることができま
す。 

また本研究科には、中国人の教
員が所属しているので、とくに中
国人留学生に対しては、母国語で
きめ細かいサポートを行うことが
出来ます。さらに日本語で論文を
書くためのライティング技術を中
心に、テーマに関する日本語の語
彙、文法など論文執筆に必要な準
備教育を行います。 

目
標

皆様が、流通・マーケティング、
金融・貿易、経営・情報、会計な
どに関する学術研究能力および高
度専門職業に必要なプロフェッ
ショナルな能力を持ち、アジアで
活躍できる人材になることです。 

日本での就職を希望する留学生やスキルを
身につけたい日本人学生向けの履修科目例で
す。

修了のために必要な単位数は、修士論文を選
択した場合は30単位、課題研究を選択した場合
は36単位です。修士論文（40,000字以上）ま
たは課題研究（20,000字以上）のどちらを選
択しても、修了要件を満たせば修士の学位が授
与されます。

研究テーマの例

商学研究科委員長：石川 祐二

本研究科は、流通・マーケティング、経営・情報、会計・
租税法、貿易・金融の各分野の優れた教授陣を擁しており、
留学生向けの取り組みとして入試やカリキュラムの改革を行
い、発展著しいアジアで活躍する高度専門職業人を育成して
います。
  大学院での研究や様々な交流を通じて、日本のみならずア
ジアを中心とした様々な国に目を向けることで、多様な視点
から考える力を身につけることができます。
皆様には、本研究科での専門的な学びを通じて力をつけ、

将来的に社会で大いに活躍していただけるよう、最大限の指
導・支援を行っていきたいと考えています。



研究科の特徴

科目名 概要

マーケティング論特講 マーケティング理論とその応用分野の知識の習得を目
標に、文献講読を行います。

中国ビジネス論特講 中国が抱える不均衡発展の歪みや構造矛盾を明らかに
し、中国経済の最近の動向を理解します。

アントレプレナーシップ論特講 「アントレプレナーシップ論（中小企業の国際化）」
に関するテキストを輪読します。最終的に、受講者全
員が実際に事業計画（ビジネスプラン）を作成します。

中小企業経営戦略論特講 グローバリゼーションの進展下、現代経済における
「中小企業」と「地域」という存在を再評価し、それ
らの「イノベーション」を図るための理論面と実態面
の双方から学習を進めます。

租税法特講 租税法の基本的原理と、法人税および所得税の
重要な個別論点について学び、実務で活かせる
租税法的思考の修得を進めます。

統計学特講 データサイエンスで必要となる、統計学の基礎と応用
について講義します。

ERPシステム実践研究 会計知識をベースにERPシステムの理論と実践に関す
る発展的な内容について講義します。

業務の統合化とＥＲＰ 企業の基幹システムの役割を主に会計的な視点から学
習します。

研究科について

修士課程において「修士論文」を作成し、

修了すると、税理士試験の科目免除制度

を利用することができます。

会計科目の場合は２科目中1科目の免除、

税法科目の場合は3科目中2科目の免除を

受けることができます。

特に有利な税法科目免除を目指す場合

は、「税法に属するテーマの修士論文の

執筆」と「租税法（講義）」「租税法(演

習)」の履修が条件です。商学研究科では

税理士の実務にも関わる会計科目が充実

していますので、それらを履修すること

も重要です。

さらに、ERPシステムに関する科目を履

修し、企業の基幹システムと会計との関

連に精通した税理士となることもできま

す。

商学研究科は1966（昭和41）年に修士課程、1968（昭和43）年に博士後期課程を設立
し、半世紀を超える歴史の中で多数の有能な人材を輩出してきました。本研究科は、広い視
野に立った学問研究と、商学・経営学・会計学の3分野に関する専門的な理論的・実践的研
究を通じて、経済社会の諸問題を解決しうる高い研究能力や専門能力を備えた研究者・教育
者および高度専門職業人の養成を理念・目的としており、社会人の受け入れを推進し、グ
ローバルに活躍する人材を養成するための高度専門教育に取り組んでいます。

特色のある科目

スペシャリストを目指す社会人に履修してほしい科目を紹介します。

修了のために必要な単位数は、修士論文を選択した場合は30単位、課題研究を選択した場
合は36単位です。税理士試験科目免除を希望する場合は、演習として、租税法もしくは会計
の科目を履修し、修士論文（40,000字以上）を選択する必要があります。
それ以外では、課題研究（20,000字以上）を選択することが可能です。いずれの場合も、

修了要件を満たせば修士の学位が授与されます。

商学研究科委員長：石川 祐二

社会人の皆様へ

高度専門人材を育成

本研究科では、社会人向けの取り組みとして、流通・
マーケティング、経営・情報、会計・租税法、貿易・金融
の各分野の優れた教授陣によるカリキュラムを充実させ、
これからの社会に求められる高度専門職業人の育成を行っ
ています。
昼間を主とした時間割となっているものの、 社会人に配

慮した授業時間割によって、夜間と土曜日の履修のみで全
教育課程を修了できるように構成されています。具体的に
は、税理士等の育成に力を入れ、皆様に社会で活躍してい
ただけるよう、最大限の指導・支援を行っていきたいと考
えています。

社会人の皆様に、特に強調したい本
研究科の特徴は、複数の強みを持った
スペシャリストの養成を目指している
ことです。

たとえば、税理士の養成では、税理
士試験の科目免除者を輩出し、既に多
くの実績があります。

しかし、現在では、単に資格を有し
ているのみならず、その資格やスペ
シャリティを中心とした関連分野にも
通じていることが、大きなアドバン
テージを生み出します。

データサイエンスの発達が著しい今
日では、ビジネスの世界でも統計学に
関する知識が必要ですし、企業の情報
処理システムに関する見識も求められ
ます。

こうした現代における最新の課題に
も取り組めるよう、本研究科では時代
に即した科目を配置しており、皆様が
社会で活躍する力を養うことができま
す。

「税理士」を目指す場合の利点は？

修了条件
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